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１．はじめに
日本の輸出型企業は，安価な労働力や資源の確保，ローカルコンテンツ
法への対応，為替リスクの削減等，様々な理由で生産，販売の現地化を進
めてきた。財務リスク対策の観点からは，製品を販売する国で作れば，収
益と費用が同一通貨建てとなりバランスするので，輸出する場合に比べて
為替リスクを削減できる。
一方，生産，販売をグローバルに展開したことで，新たな財務リスクも
生まれてきた。そのひとつが，移転価格税制リスクである。本稿では，移
転価格税制に関わるタックス・マネジメントが必要になった背景，その方
法について述べ，これがもたらす業績管理会計上の課題について考察する。
２．企業の海外活動と国家の対応
１） 企業の海外活動
海外に製造拠点，販売拠点をもつ企業が増加し，従来国内で獲得してい
た利益が海外に移転している。経済産業省 [2006] の「３５回海外事業活動
基本調査」によると，２００５年度における調査対象海外現地法人の売上高
見込額は，１７９兆円であり，対前年度比で９．７％の増加，１０年前の１９９５
年度の９５兆円と比較すると１．９倍となっている。同調査によると製造業
における海外生産比率（２００５年度見込み）は海外進出企業ベースで３１．２％，
国内全法人企業ベースで１７．０％となっている。売上高経常利益率につい
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て，国内法人と海外現地法人を比較すると，２００１年度は国内法人が２．１％，
現地法人が２．０％とほぼ同程度であったのが，２００４年度には国内法人が
３．１％，現地法人が３．９％と現地法人が上回っている。２００２年度から２００４
年度まで一貫して現地法人の経常利益率が国内法人を上回っている。
欧州，アジア，北米の地域別に製造業現地法人の現地販売比率（２００４年
度）をみると，欧州とアジアがそれぞれ５０％，北米が８６％である。域内
販売比率（２００４年度）は欧州が４４％，アジア２０％，北米７％である。一
方，製造業現地法人の現地調達比率をみると，欧州２７％，アジア５１％，
北米６２％である。また，域内調達率は，欧州２４％，アジア１５％，北米２％
である。特に，欧州の製造業現地法人では，販売面で５０％，調達面で７３％
を国外取り引きが占める。これは，欧州では１９９２年の欧州連合条約（マ
ースリヒト条約）に基づき１９９３年に単一市場が始動し通貨統合もなされる
など，域内での取り引き環境が整備されていることによると考えられる。
こうした国境を越えた取り引きに際しては，移転価格税制等，国際課税の
問題が生じることになる。
２） 企業の海外活動に対する国家の対応
企業活動が販売，製造面でボーダレスになっているのに対して，国家は
主として地理的なボーダーに基づく税収に依存している。企業が国内にあ
った製造，販売，研究開発などの機能を海外子会社に移転すると，これら
があげていた利益に対する国家の税収は減少する。そこで，国内企業の海
外移転を引き止めるため，あるいは，海外企業を国内に誘致するために，
国家間で税の競争が起こっている。１９９５年は実効税率が約５０％であった
日本の法人税率も，２００６年には約４０％まで段階的に引き下げられてきて
いる。さらに２００７年度は３５％に引き下げることが政府税制調査会等で議
論されているのはその一例である。
また，海外からの進出企業への優遇措置もとられている。たとえば，我
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が国では沖縄県で沖縄振興特別措置法において認められた「特別自由貿易
地域」としての優遇税制がある。これには，国税の所得控除制度，関税，
消費税が免除される保税倉庫制度，事業税，不動産取得税等の地方税減免
制度などがある。タックスヘイブンは極端な例であるが，ほとんどの国家
が税制面でなんらかの企業誘致のため優遇税制を設けている。これら，税
制面で企業に優遇を図る「飴」だけではなく，企業の税負担，資金コスト
を増やす「鞭」もある。たとえば，過少資本税制，移転価格税制，資金移
動の制限などである。
３．タックス・マネジメントの必要性と移転価格税制
企業にとって税金は，損益計算書上の費用ではないもののキャッシュフ
ローの観点からみれば現金の社外流出に他ならない。企業の価値を将来キ
ャシュフローの割引現在価値と考えると，税金による現金の社外流失は低
いほどよい。また，株主資本利益率 (return on equity: ROE) では，計算式の
分子として，税引き後の当期利益を用いるのが一般的である。国内での事
業活動が主であれば，税引前利益を高めることが税引き後の当期利益を高
めることと同じであった。ところが，主要な企業活動の一部を海外で行う
企業にとっては，税務コストを適切に管理しなければ必ずしも税引き後の
当期利益の最大化にはつながらない。
積極的な税務コスト削減のためだけにタックス・マネジメントを行うの
ではない。為替リスクは投機を行わなくても，取引上発生した為替ポジシ
ョンを持っているだけでリスクにさらされることになる。後述するように
税務リスクも，為替リスクと同様にタックス・マネジメントを行わないこ
とが税務リスクを高め，連結の当期利益に影響を与える可能性がある。こ
のことから，企業がグローバル化すると，タックス・マネジメントの必要
性が拡大する。
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１） 移転価格税制
大河原 [2002] は，税務コスト削減策を，インカムマネジメント，キャ
ッシュマネジメント，税務リスクマネジメントの３つに分類している。こ
れを整理したのが図表１である。
このうち本稿では，企業グループ内取り引きにおける移転価格の調整に
焦点をあてる。企業が税率の高い国から低い国の子会社に輸出を行う場合，
子会社への販売価格を低く設定するほど，税率の低い国にある子会社の仕
図表１ 税務コスト削減策
インカムマネジメント
所得の低税率国への移転
機能およびリスクの低税率国への移転
コストシェアリング契約，コミッショネアー
電子商取引の利用
関税コストの削減
アンバンドリング，プライヤーセール，ウェアハウス，
特恵関税の利用，物品の再分類，再構成
キャッシュマネジメント
関連会社間貸し付けの利用
所得のタックスヘイブンへの留保
中間会社の利用
中間トンネル会社の利用，飛び石戦略
外国税額控除の利用
控除額限度額管理，みなし税額控除の利用
税務リスクマネジメント
移転価格課税のリスク回避
移転価格分析と文章化，事前確認制度の利用
恒久的施設 (PE) リスクの削減
代理人 PE リスクの削減
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入原価は小さくなり，そのぶん低税率国の子会社の利益が増加する。逆に，
高税率国の輸出企業の売上と利益は減少する。利益を高税率国から低税率
国に移転したことになり，高税率国での課税額が減少し，低税率国での課
税が増加する。低税率国での関税は増加するものの，利益を低税率国に移
転したことに伴い法人税額は減少し，企業トータルとして節税できる可能
性がある。こうした所得の移転を認めると，高税率国では，その移転した
所得に対する課税の機会を失う。そこで，このような課税回避を防止する
のが移転価格税制である。日本では，移転価格税制は，１９８６年に「国外
関連者との取引に関わる課税の特例」（措置法第６６条の４）として導入され
た。
２） 移転価格の設定基準
業績管理会計上は，分権的組織における部門別損益管理を行う際に振替
価格（移転価格）が利用される。この設定基準には，一般に，市価基準，
原価基準（変動費，変動費＋機会原価，全部原価＋マークアップ），交渉価格基
準がある。このうち，プロフィットセンターとして管理する際には，客観
性の観点から市価基準ないしこれをベースにした交渉価格基準の利用が望
ましいとされる。この市価を使えるのは，類似の製品，サービスを扱う活
発な市場が存在し，外部市場価格を基準にした内部市場価格を容易に設定
できるという２つの条件が整ったときのみ (Simons [2000], p. 200) である。
企業内で流通するほとんどの半製品には，一般的には市価が存在しないの
で，市価基準以外の方法も利用される。
一方，移転価格税制における振替価格では，「独立企業間価格」が要件
となる。日本の移転価格税制では，「独立価格比準法」，「再販売価格基準
法」，「原価基準法」が原則的方法とされ，国税庁ではこれらを基本３法と
呼ぶ。基本３法で移転価格を設定できないときは，当事者間の所得に対す
る寄与度で所得配分を行う「利益分割法」，通常の利益を控除した残余利
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益に対して，その寄与度で所得配分を行う「残余利益分割法」，対象法人
と類似の事業活動を行う非関連者の営業利益率等を用いて移転価格を検証
する「取引単位営業利益法」といった方法が採用される。
業績管理会計上の移転価格は，企業内部における効率的な資源配分，部
門管理者の意思決定に対するインセンティブの付与を目的として設定され
るのに対し，国際振替価格では，企業内部の管理上の事情によらない外形
的な客観性が問われる。
井田 [2006] の「日系企業の移転価格問題に関する実態調査」１）による
と，企業が国際移転価格を設定する際，その決定要因としては，国内外の
法令遵守がまず優先され，グループ内の利益最大化，グループ内企業の自
律性を損なわないことがこれに続く。グループ内各企業の評価を容易にす
ることは中立的である。また，国外関連会社と取引価格や利害が対立した
１）２００５年１１月に東京証券取引所１部上場企業宛１，６４８社に調査票を送付。回
収したのは３９票（２．３％）。表７，表８の数字は著者に確認し訂正後の数字
を使用した。
２） 同一合意事案で複数の方法がある場合は，それぞれ１件とカウント。
図表２ 事前確認，合意事案の移転価格算定方法内訳
事務年度
２００１ ２００５
基本三法 ２４件 ８３％ ４６件 ６９％
独立価格 － ０％ ４件 ６％
再販売価格 １６件 ５５％ ２２件 ３３％
原価基準 ８件 ２８％ ２０件 ３０％
利益分割 ５件 １７％ １２件 １８％
取引単位営業利益 － ０％ ９件 １３％
その他の方法 ５件 １７％ ２１件 ３１％
計 ２９件 １００％ ６７件 １００％
国税庁 [2006a]，p 3，図４を修正２）。
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ときは，価格に議論の余地がある（事後的な調整がある）とする企業の割合
が高いとの結果が得られてる。
図表２は，移転価格税制に関わる事前確認制度で用いられた２００５事務
年度における移転価格算定方法の内訳である。まず，基本３法以外の利益
分割法，取引単位営業利益法，その他の方法の合計が，６７件中，４２件（６３％）
と過半を超えている。この件数は，２００１事務年度と比べ４倍に増加して
いる。客観的な独立価格を利用可能であれば，そもそも事前合意の必要性
は低いとはいえ，独立価格，再販売価格，原価基準以外の方法が過半を占
めていることは，移転価格算定の難しさを示していると考えられる。
３） 移転価格に対する税務リスクの高まり
２００４年度以降，日本でも移転価格税制を適用した追徴課税が増えてい
る。２００５事務年度の海外取引に係る課税状況をみると，申告漏れ件数８８５
件中，１１９件（１３％）が移転価格税制によるものである（国税庁 [2006b]）。
更正金額では５，０８６億円中，２，８３６億円（５６％）が移転価格税制によるも
のである。１件あたりの平均更正金額は，移転価格税制によるものが２３．８
億円であり，これ以外の２．９億円に比べ約８倍となっている。個別企業を
みると，武田薬品工業が２００６年３月に５７０億円，ソニーが２００６年３月に
２７９億円，京セラが２００５年３月に１３０億円，ホンダが２００４年６月に１３０
億円の追徴課税を受けたという。
再投資のために税金の安い国に利益を留保すれば，それが配当として親
会社に送金されるまでは本国で課税しない「外国税額控除方式」を日本で
は採用している。そのため，これまでは，低税率国の子会社で得た利益を
親会社に配当せずに現地で再投資あるいは留保すれば，親会社では子会社
の利益について追加の課税は発生しないと考えられてきた。
ところが，親会社が特許権などの無形の資産を供与しているとみなせば，
低税率国の子会社で得た利益のうち，配当しない部分に対して課税対象と
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される事例も出てきている。たとえば，三菱商事と三井物産が共同で現地
法人 MIMI を設立して参加しているオーストラリアの天然ガス開発プロ
ジェクトでは，東京国税局から無形資産に伴う移転価格税制を適用され，
追徴課税を受けた。「東京国税局は，優良な天然ガス鉱区から両社が収益
を上げられるのは，両社の日本の本社に，資源ビジネスのノウハウという
無形資産や，６分の１の権益を獲得できたという無形資産があるおかげだ
と判断し，両社の現地会社がこの無形資産への対価を日本の本社に払って
いない部分について課税した」という（アエラ [2006]，エコノミスト [2006],
p. 82）。
最近の移転価格税制適用による追徴課税の事例に，販売ノウハウ，特許，
ロイヤルティなどの無形資産に関連するものが増加しているのは，日本企
業の海外における利益獲得割合が高まってきていることがある。さらに，
製造，販売機能が海外に移転し日本国内の本社機能における研究開発の比
重が高まった結果，無形資産がもたらす利益に国税庁が着目しているため
と考えられる。無形資産に関連する移転価格税制適用の根拠として，谷口
[2006] は，国際収支統計における直接投資収益（受取）の配分状況（２００１
～２００５年）を分析した結果，外資系企業の日本の子会社，支店から海外の
親会社に対する配当が７１．４％であるのに対し，日系企業の海外子会社，
海外支店から日本の親会社に対する配当が５７．３％と少ない点を指摘して
いる。
無形資産に対する移転価格の評価には，残余利益分割法が利用されてお
り，この方法は，税務当局の裁量の余地が大きく（大河原 [2006]），企業の
予見可能性が低い点も指摘されている（エコノミスト [2006]）。このことか
ら，移転価格税制の税務リスクを有価証券報告書にて，カントリーリスク
同様のリスクとして開示している会社３）もある。
移転価格税制に基づき，税務当局から追徴課税を受けた場合，２国間協
３） ワコム，日本オラクル，マブチモーター，日本精工などが記載している。
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議を申請してそれが合意すれば最終的には，２重課税は避けられる可能性
が高い。ただし，２国間協議が合意するまでの期間は２重課税状態となる
し，合意が保証されているわけでもないというリスクが存在する。
４） 移転価格税制に対する税務リスク回避策
移転価格税制への調査に備えて，グループ企業内で輸出入を行う際には，
独立企業間価格算定根拠を文書化しておくことが必要である。また，事前
確認制度を利用する方法もある。事前確認制度とは，「納税者が税務当局
に申し出た独立企業間価格の算定方法等について，税務当局がその合理性
を検証し確認を与えた場合には，納税者がその内容に基づき申告を行って
いる限り，移転価格課税は行わないという制度」である（国税庁 [2006a]）。
これを利用すれば，移転価格税制を適用した追徴課税のリスクを削減でき
る。
ただし，これだけでも十分ではない。税務リスクをより減らすためには，
移転価格調整の事前価格合意交渉を課税当局で行ってもらう必要がある。
関係会社間取引の適切な移転価格の基準として，独立企業間価格が使用さ
れているが，その価格設定基準については各国で見解が相違することもあ
る。たとえば，米国では利益を基準とする比較対象利益比準法が使用され
ることが多いのに対し，日本を含むその他多くの国においては取り引きを
基準とする方法が用いられているからである。同一の取り引きでも，両者
の方法でそれぞれ算定した独立企業間価格は大きく異なることが多く，１
国の税務当局の方式を用いて独立企業間価格を算定したとしても，税務リ
スクは残る。
２国間で事前合意が成立した事例としては，任天堂における日米税務当
局の合意がある。この事例では，任天堂から米国子会社へのゲームソフト
の販売価格が低いと認定された。そこで，２００３年３月期までの５年間の
法人所得を修正申告し，その結果，１７０億円を日本に納付し，一方米国か
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ら１４０億円を還付されたという（日本経済新聞社 [2006]）。
事前合意が得られれば，２重課税となる移転価格税制のリスクは削減で
きる。ただし，まとまるまで時間がかかること，１国だけから確認を得て
も相手国から指摘される可能性があること，価格が拘束され自由な価格決
定ができないことなどの問題点も指摘されている（井田 [2006]）。
以上のように，移転価格税制は，脱税，租税回避の意図がなくとも追徴
課税を受ける可能性があり，無形資産に関わる移転価格税制適用は税務当
局の裁量が大きく予見可能性が低い。また，追徴課税を受けると１件の金
額が他と比べ相対的に大きく，かつ２重課税となる可能性がある。また，
事前価格制度も機動性の点で使いにくい。これらから，移転価格税制に伴
う税務リスクに備えたタックス・マネジメントが必要になると考えられる。
４．移転価格税制に関わるタックス・マネジメント
原材料，部品から製品のものの流れについて，サプライチェーン・マネ
ジメントを構築し効率化を図る企業もある。一般に，サプライチェーン・
マネジメントというと，物流に着目し，在庫の削減，販売機会ロスの削減
等を目的として，受注から生産，販売までのリードタイムの短縮，生産の
フレキシビリティの向上などがテーマとなる。一方，グローバル・サプラ
イチェーン・マネジメントでは，複数の国にまたがるため，現地調達率，
現地生産率などの法的規制に加え，カントリーリスク，為替リスク，法人
税率，関税率，優遇税制などを考慮して製品の調達や生産を考える必要が
ある。この点で国内で完結するサプライチェーン・マネジメントと異なる。
Goetschalckx [2002] は，グローバルなロジスティクスシステムで最も
重要な問題の１つを移転価格の決定であるとし，税務当局が許容する範囲
の中で税引き後の利益を最大化する最適な移転価格決定の包括的双線型モ
デルを開発している。しかし，移転価格を利益最大化を目指したモデルで
決定したとしても，それ自体は，「独立企業間価格」とはいえない。なぜ
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ならば，移転価格の設定にあたっては取引が同様の状況の下で行われたか
という同業種との比較がその適正性の判断材料となるからである。そこで
は，取引商品の類似性の他，取引段階，取引数量，取引の時期，引渡条件，
支払条件，取引市場等の類似性が考慮される。すなわち，独立企業間価格
の設定にあたって独立企業が得る利益は，それを他社と比較したうえで，
機能ないし負担するリスクに見合ったものであるかが問われる。
そこで，逆に，グループ内企業が有する機能ないし負担するリスクを再
配置したうえで移転価格を変更すれば，移転価格税制に抵触することなく
利益を再配置できることになる。これは，図表１の税務コスト削減策の分
類に従えば，インカムマネジメントに相当する。この代表的な方法として
は，コストシェアリング契約，委託生産，委託販売等がある（大河原 [2002]，
JETRO [2001]，Schwarz [2006]）。
１） コストシェアリング契約
研究開発費を日本の親会社のみが負担すると，海外の販売子会社は販売
機能に相当する一定の利益のみを配分され，残りの利益は親会社に配分さ
れることになる。前述の通り，三菱商事と三井物産が天然ガス開発プロジ
ェクトで東京国税局から追徴課税を受けたのも，親会社がプロジェクトの
ノウハウという無形資産を有しているという根拠に基づいてなされた。そ
こで，親会社が研究開発を行う場合であっても，子会社がその費用の一部
を負担すれば，子会社もその費用負担割合に応じた成果（無形資産）を保
有することになる。この成果からリターンがあった場合，販売機能に対す
る利益に加え，無形資産開発の費用負担に見合った利益を得ることが移転
価格税制に照らして妥当となる。
このように，研究開発費用をグループ企業間でシェアする契約のことを
コストシェアリング契約という。これを利用すれば，費用負担の変更を通
じて所得配分を変えられる。OECD 移転価格ガイドラインでは，広告宣
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伝活動，経営管理活動もコスト分担の対象となっている (OECD [2001])。
日本の税務当局が移転価格税制の適用上，無形資産に着目している現在，
これから行う研究開発活動に対してコストシェアリング契約を行っておく
ことは有効であると考えられる。
２） 委託生産
委託生産には，トール・マニュファクチャラー (toll manufacturer)，コン
トラクト・マニュファクチャラー (contract manufacturer) がある。Schwarz
[2006]，JETRO [2001] に基づき一般的な本格的生産者 (fully fledged manu-
facturer) とこれらを比較したものが図表３である。本格的生産者は，労働
力，設備を自ら保有し，また，原料，部品を自ら調達し，自らのリスクで
生産，販売する。これに対して，コントラクト・マニュファクチャラーは，
委託されて生産を行う。生産した分については買い取り保証があるので販
売上のリスクを負わない。トール・マニュファクチャラーは，プリンシパ
図表３ 委託生産における法的権利とリスク
労働力，設備
保有
原料等の所有
権，法的権利
生産 販売リスク
本格的生産者
fully fledged
manufacturer
○ ○ ○
自らのリス
クで生産
○
自らのリスク
で販売
コントラクト・マ
ニュファクチャラー
contract
manufacturer
○ ○
在庫リスク有り
○
委託されて
生産する
×
買い取り保証
トール・マニュフ
ァクチャラー
toll manufacturer
○ ×
発注者が支給
モノは工場直送
○
委託されて
生産する
×
買い取り保証
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ルが原料，部品を生産者に支給し生産を委託する形態である。そのため，
原料，部品の法的所有権はなく，これらの在庫リスク，調達に伴うリスク
を負わない。
３） 委託販売
委託販売には，コミッショネアー (commissionaire)，リスク限定販売者
(limited-risk distributor)，委任代理人 (commission agent) がある。海外で販売
する場合，通常は，販売会社が製造会社から製品を仕入れ，それを顧客に
販売する。販売会社は，自ら仕入れ，自社の名前で広告宣伝し，顧客に対
する信用リスク，売れ残った場合の在庫リスクを負う。これに対し，委託
販売では，図表４に示すように機能と負担するリスクが限定される。
Schwarz [2006]，JETRO [2001] によると，これらの特徴は以下の通りで
ある。
第１に，コミッショネアーは，現地市場において自らの名でプリンシパ
ルのために商品の販売または購入を行う会社のことである。コミッショネ
アーは，自らの名で顧客と販売契約を結び，顧客にインボイスを発行する。
同時に，コミッショネアーはプリンシパルにバック・ツー・バックで購入
インボイスを発行する。製品は通常，プリンシパルから顧客に直送される。
仮に製品がコミッショネアーを経由して顧客に引き渡される場合でも，法
的な製品の所有権はプリンシパルから顧客に直接移転される。顧客の視点
からは伝統的仕入販売者とコミッショネアーは区別がほとんどない。コミ
ッショネアーは，販売の成約手数料をプリンシパルから得る。この成約手
数料は，売上高の一定割合等の基準で支払われる。
第２に，リスク限定販売者 (limited-risk distributor) は，自ら仕入れて販売
するものの，プリンシパルとの契約により在庫リスクや信用リスクがカバ
ーされる形態である４）。
４） 日本では，再販価格制度が適用されている書籍，雑誌の取引形態に近い。書
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第３に，委任代理人 (commission agent) は，商取引の契約の主体とはな
らず，プリンシパルと顧客との間に立って販売を仲介する。委託代理人の
機能は限定されており，販売条項にタッチすることはない。
このように委託販売者は，伝統的な仕入販売者と比較して，その機能と
リスクが限定される。コミッショネアー，委任代理人の場合には，商品を
仕入ないので在庫リスクは生じない。また，販売に伴う貸倒等の信用リス
クも限定される。よって，機能とリスクが限定される分，伝統的な販売で
得られる利益よりも，成約手数料を減額することが相当となる。これによ
り，プリンシパルに利益を集中させることができる。物流，広告宣伝，販
売促進，事務処理などの機能を選択的にプリンシパルが行うことも可能で
店が取次店に売れ残りを買い取り請求でき販売機会ロスのリスク，在庫リス
クが限定される分，マージンは売上の一定割合とする方法がとられている。
図表４ 委託販売等における法的権利とリスク
仕入
広告・
宣伝 対顧客
返品，
保証
アフタ
ーサー
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在庫リ
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信用リ
スク 利益
伝統的仕入販
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○ ○
ネーム
バリュ
ー
自社名 ○ ○ ○ ○ 商品売
買益
コミッショネ
アー
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× 自社名 × × 販売手
数料
リスク限定販
売者
limited-risk
distributor
○ ○ 自社名 ○ ○ △
契約で
保証
△
契約で
保証
商品売
買益
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× ○ プリン
シパル
名
× × × × 取次手
数料
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ある。こららの機能とそれに伴うビジネスリスクを選択的にグループ内で
配分することで，適正に利益移転できる可能性がある。一方で，委託販売
会社等はその親会社の恒久的施設 (PE: permanent establishment) と見なされ，
親会社に申告の義務が生じるという代理人 PE リスクも存在する点に留意
する必要がある（大河原 [2003], p. 183）。
４） 委託生産，委託販売と一元管理による効果
委託生産，委託販売方式を採用すれば，子会社ごとに異なる製造，販売
関連活動を統括会社で一元管理できる。第１に，在庫管理，債権管理，与
信管理，資金調達，為替管理等を集中させることにより，重複する無駄を
排除し費用を低減できる。第２に，その過程で，顧客リストなどの営業上
の無形資産，顧客との販売契約条項等を統括会社が知りうることになり，
情報共有による組織学習面からも効果的である。
インボイスが集約され，債権管理，在庫管理，資金調達および運用など
重複する機能を集中することで，コスト削減できる。受発注，在庫，資金
に関する情報が一箇所に集約されるので，現地統括面でも有利であると考
えられる。
一方，委託販売方式を採用すれば，在庫や販売条件の決定といった，従
来，現地の販売子会社が有していた権限と責任がプリンシパルに集権化さ
れる結果，部分的にプロフィットセンターを採用できても，販売子会社の
自律性は小さくなる。
５．コストシェアリング，委託生産，委託販売と業績管理上の課題
１） コストシェアリング契約の課題
コストシェアリング契約について，経営管理者の動機づけの観点から皆
川 [1993] は，海外進出初期で十分な利益を獲得できていない自律性の程
度が低い海外子会社は，主に費用負担能力の観点からこれに参加しないこ
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とが経済的に望ましいとし，一方，自律性の高い海外子会社はこれに参加
するメリットが大きいことを指摘している。しかし，コストシェアリング
契約により子会社の利益がマイナスとなっても，業績管理上は，単年度黒
字化，累積損失解消といったようたな絶対的な財務指標で管理することな
く，個別企業の実態に即した目標ないしは予算で管理すればインセンティ
ブを損なうことはないと考えられる。
また，皆川 [1993] が指摘するように，費用を負担しながら，将来，こ
れを超える黒字に転換しない場合，課税所得の計算は国境を越えて損益を
通算できないので税負担が増える可能性もある。ただし，利益を上げる見
込みのない会社に投資をすることはまずない。戦略的な計画上，研究開発
の成果を用いる可能性がある場合には，将来の税務リスクを削減するため
に，コストシェアリング契約に参加することも望ましいといえよう。
２） 委託生産，委託販売と子会社と責任センター
責任センターの観点からは，委託されて生産を行う会社は，原価のみに
責任を負うコストセンター，委託されて販売を行う会社は収益のみに責任
を負うレベニューセンターとして管理せざるを得ないのであろうか。
コストセンター，レベニューセンターは，プロフィットセンターと比べ，
原価ないし収益のみに着目するため，業績管理上，問題が発生する可能性
がある。委託生産の場合，原価を基準に一定率の利益をプラスして委託手
数料を決める方式を採用すると，常に一定の委託手数料が確保されるため，
原価低減のインセンティブが働かない。委託販売の場合，実際販売価格に
一定率を乗じて委託手数料を決める方式を採用すると，売上に対して常に
一定率の委託手数料が確保されるため，売上金額の増大のみを追求する安
値受注を誘引する恐れがある。
そこで，委託生産，委託販売の場合でも，取り扱う製品に市価を反映し
た標準仕切価格を設定できる製品を取り扱う場合，プロフィットセンター
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としての管理を採用すべきであると考える。
まず，委託販売の場合，標準価格を基準に委託手数料を決めることがで
きれば，たとえ委託販売者が販売政策上，値引きして販売したとしても製
品１単位当たりの委託手数料は変わらない。値引きは，委託手数料を原資
に行われることになる。つぎに，委託生産の場合，標準価格を基準に委託
手数料決めることができれば，原価低減しても委託手数料は変わらず，そ
の分は自社の利益になる。そのため，原価改善のインセンティブが働くこ
とになる。
一方，受け渡し数量，得意先の規模，信用度に従って販売価格が個別に
決定される製品を取り扱う場合，コストセンター，もしくはレベニューセ
ンターとして管理せざるを得ない。その場合，これらが有するデメリット
を削減する手だてを考える必要がある。たとえば，自動車産業では部品メ
ーカーが部品のコストダウンに成功した場合，２年間はそのコストダウン
額を双方で折半し，３年目から仕切価格を全面的に切り下げる方法がとら
れることがある５）。このような自律的な取引先を間接的にコントロールす
る手法を応用するのもひとつの方法である。
以上のように，委託手数料の決定方法は，振替価格の設定基準と同様の
フレームワークが適用できそうである。つまり，当該製品の競争環境を反
映した市場価格を基準に標準価格を決められる場合には，プロフィットセ
ンターとしての管理，そうでない場合には，コストセンター，もしくは，
レベニューセンターとして管理することになる。
３） その他の業績管理上の課題
委託販売の場合，売掛債権の管理が問題となる。委託販売では，販売に
５） 組立メーカーの生産計画に基づき部品メーカーが金型投資を行ったものの，
想定の生産数量を下回った場合，組立メーカーがその設備投資額の未償却分
を保証することも行われている。このことから，自動車部品メーカーは，一
種のリスク限定生産者といえよう。
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伴う信用リスク負わないので，販売さえすれば一定の委託手数料が確保さ
れることもあり，回収上，問題となる顧客にも販売しようとするインセン
ティブが働くからである。
このほか，新製品の販売促進のための利益率の上乗せ，返品に対するペ
ナルティ，納期に遅れた場合のペナルティ，特急品への対応，受注管理，
信用リスク管理などのルールを定め，委託者に課すことが必要になってく
ると考えられる。
６．まとめと今後の課題
本稿では，多国籍企業における無形資産に対する移転価格の税務リスク
が顕在化しつつあることを指摘した。移転価格税制リスクに対応するため
には，機能の再配置を伴う組織再編が有効な手段のひとつである。。これ
は，同時に組織間の所得配分の適切性という責任会計が対象としてきた本
質的な問題とも関連する。海外子会社を委託生産，委託販売に転換すると，
在庫管理の権限等は，プリンシパルに移転し，自律性を制約することにな
る。会計制度，税制度，法規制，言語，通貨，文化などの環境が異なる国
に拡がった企業グループでは，自律性のみに依存したコントロール・シス
テムでは限界がある。むしろ，異なる環境に適合するようグループ企業全
体を調整し，研究開発から生産，販売，アフターサービスまで含めたサプ
ライチェーンを構築すること自体が，グローバル企業にとって利益の源泉
となってきていると考えられる。
その国境を越えた機能配分の組織形態が委託生産，委託販売である。こ
れらの方法を採用しても，市価を反映した標準価格を基準に委託手数料を
設定できれば，責任会計上，プロフィットセンターとしての管理が可能と
なる。そうでない場合は，コストセンター，レベニューセンターとして，
これらのデメリットを減じる方策が必要となることを指摘した。
委託生産，委託販売方法の採用は，プロフィットセンターとしての管理
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が適用可能であったとしても，在庫にかんする権限をプリンシパルに集約
するため子会社の自律性を弱める。研究開発から生産，販売，アフターサ
ービスまで含めたサプライチェーンを構築するにあたって，機能のグルー
プ内からの切り離し（アンバンドリング）も選択肢のひとつとなる。
本稿では，移転価格と責任会計について，税務リスクの観点から述べた
が，これは，組織間の所得配分の適切性という責任会計が従来から対象と
してきた問題でもある。そこで，多国籍企業で，国際的に機能の再配置を
行っている事例を調査し，これに伴うマネジメント・コントロールの役割
を研究することが今後の研究課題である。
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